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弁護士が語る！経営者が知っておきたい法律の話（第24回）
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少し前に、某有名家具会社で、家族による会社の支配権争いが話題となりました。多くの視聴者は、もしかすると“特殊なケ
ース”としてニュースを見ていたかもしれません。しかし、実は、会社の支配権争いはどんな会社にも起こり得ることなのです
。第三者による乗っ取りをはじめ、世代交代による経営方針の違い、相続をきっかけとした身内による支配権争いなど、たく
さんのパターンがあります。

ムダな支配権争いを起こさないためにはどうすればよいのでしょうか。特にリーダーが留意すべき重要なポイントを紹介しま
す。

少数派が現経営体制に切り込んでくる「累積投票制度」とは？

支配権争いを起こさせないためには、株主総会を有利にコントロールすることが重要です。株主総会では、報酬、退職金、
剰余金の配当など、会社の重要な事柄が決定されます。議決権の過半数を確保できていれば、取締役の選任や解任など
を自らがコントロールできるため、基本的には会社の支配権が奪われることはありません。

しかし、ここで注意したいのが「累積投票制度」です。累積投票制度とは、現在の経営に反対の立場を取る少数派の株主
のための制度のことをいいます。少数派の株主が現体制を大きく変えようとする取締役を送り込んでくる可能性があります。

累積投票制度で取締役を2名以上選任する場合、各株主が１株１議決権ではなく、選任される取締役の人数と同じ数の議
決権を有します。例えば、3名の取締役候補者から2名を選任する場合、各株主は1株につき選任される取締役の数と同数
の票（この場合は2票）が与えられます。

この票は、特定の取締役に集中して投票することができます。例えば全株式が100株の会社において、3名の取締役候補
者から2名を選任するとします。この場合、34株を所有する株主は、1人の候補者に対し68票も投票できることになります。つ
まり、この制度を利用すれば、議決権の過半数を有していない株主が取締役を送り込み、経営に口を出すことが可能となる
のです。… 続きを読む
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